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論文の内容の要旨
　本論文は，国際電気通信連合（htematio服1Te1eco㎜蛆びnication　U虹on：以下ITU）の歴史的発展を中
心に，電気通信分野における国際的なレジームの形成，発展，変容をnU加盟国の国内政治における政策
選好の転換から包括的かつ体系的に分析した論文である。
　国際的電気通信のネットワー一ク形成と維持は国家による独占的事業の連携としてスタートし，nUが中
心となって国際的なルールを決定し，国際的なネットワークを管理し，ユニバーサルサービスを提供してき
た。しかしながら，技術革新と多様なサービス事業の発展により，通信事業の市場がグローバル化し，国家
によって独占的に規制され保護された産業育成が困難となった。1960年代から80年代にかけて，まずは
米英における規制緩和が始まり，日本における電電公社が民営化したことによって，既存のITUの制度に
大きな圧力がかかり，1980年代の後半にITU－WATTCを通じて新たなルールが制定された。これを受けて，
東甫アジア，ラテンアメリカ諸国における民営化，規制緩和が相次ぎ，グローバルなトレンドが出来上がっ
ていくことによって，更なる亙TUの制度変化が促進され，最終的には保守的な姿勢をとっていたEU諸国
の電気通信事業が民営化，自由化された。
　本論文は，ITUの制度変化だけでなく，米英で始まった新自由主義イデオロギーに基づく国家と市場の
関係の変容がいかにグローバルなインパクトをもたらしたかについて論じており，グローバリゼーションの
進行過程を電気通信分野において実証するという議論である。また，同時に「規範サイクル論」を応用した
国際規範形成の過程を，各国の国内政治の変容から読み解き，分析しようとするものである。
　本論文は三部構成になっており，第一部第一章では19世紀に始まる電気通信の国際調整制度を概観し，
本論文が有する学術上の意義を検討した後，国内政策分析の重要性が論じられている。続く第一部第二章で
は本論文の理論的枠組みが提示されている。まず国際レジーム論を詳細に検討し，その理論的枠組を批判的
に検討し，各国の国内政治における政策選好の変更が国際制度にもたらす影響を分析するために「規範ライ
フサイクル論」に依拠したモデルを構築している。ここでは国際レジームを静態的に提えるのではなく，時
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間の経過と共に構成国の政策変化に対応し，動態的に捉えるモデルの必要性が明らかにされた。また，各国
の国内政策の分析を行なうにあたり，各国政策の類型化モデルと「過程追跡」を使った分析ツールによって
議論を補強することが明らかにされている。また，分析の焦点を定めるため，五つの仮説が提示され，この
仮説にそって第二部以降の議論が展開される。
　第二部第三章では，まず国内政策を転換した最初のグループである米国，英国，日本が取り上げられ，そ
れぞれの国内政策の変容の遇程を豊富な資料を用いて遣跡した。米英日三ヶ国の政策転換が国内的な要因に
よって引き起こされ，国内の問題解決のために行なわれた民営化が次第に国際的な影響力を持つようになり，
国際的な規範が形成されるきっかけが作られたことが明らかになった。特に，日本が民営化，自由化を進め
たことによって，国際市場における形勢が大きく変わった点に注目した。
　第二部第四章では，改革の第ニグループであるラテンアメリカ諸国，特にアルゼンチン，チリ，メキシコ
と東・東商アジア諸国，特にシンガポール，韓国，マレーシアを取り上げ，各国の政策が国際的な規範の変
化への即応的な対応から，戦略的な対応へと変化していったことを明らかにしている。
　第二部第五章では，EUとその加盟国における政策転換が論じられている。ケインズ主義的な経済政策が
根強い欧州において，電気通信事業の民営化，自由化には強い抵抗があったが，グローバルな市場における
規範変化に対応することが不可欠となり，受動的に改革を進めざるを得ない状況に追い込まれたことが明ら
かとなった。
　第三部第六章では，第二部で概観した各国の政策転換が国際レジーム，特にnUのルールと制度にどの
ような変化をもたらしたのかが論じられている。特にここでは1960年代から80年代にかけて，技術変化
と米英日の政策転換を受けて，レジームが弱体化する過程が分析され，その結果として1980年代の後半か
ら大胆なレジーム改革が進み，1990年代の後半には国家独占事業体によるカルテルが崩壊し，新しいレジー
ムが形成される過程が分析されている。
　第三部第七章では，これまでの各国別の政策転換と国際レジームの変容を結びつける試みがなされている。
ここでは「規範ライフサイクル論」に依拠した独自のモデルを駆使し，改革の第一グループの政策転換がレ
ジームの緩やかな変化をもたらしたが，日本が米英の民営化，自由化を受けて政策転換することによって，
旧規範を新規範が凌駕する「分岐点」を超えたと評価し，そこからラテンアメリカ，東・東商アジア諸国が
自由化を進めることで，新規範の「カスケード」が起こり，国際的に新しい規範が浸透した結果，最後まで
旧規範に縛られていたEU諸国が新規範を受容し，既存のレジームが崩壊し，新規レジームが確立する過程
が理論的に説明された。
　終章では，第二章で提示した五つの仮説を本論で明らかにされた分析と照らし合わせ，仮説の有効性を評
価し，国際レジーム・国際制度の分析に関わる理論的な貢献を整理しなおした。筆者によれば，レジームの
変化は各国の政策転換の分析なしには論じることが出来ず，レジームのルールは不変であっても規範の変化
によってレジームそのものは変容する。またレジームの変容によって，各国の戦略的利益が変化し，新規範
を自発的に受容していくことで，少数の国家が始めた政策転換がグローバルに波及したのである。
審査の結果の要旨
　本論文は，国際レジームの変容を構成国の国内政治過程における政策変化と「規範ライフサイクル論」に
依拠した新規範の波及という視角からnUレジームの変容を理論的・実証的に解明しようとしたものであ
る。
　本論文の学術的な意義としては，第一にnUレジームを本格的に取り上げ，包括的に分析した研究であ
るということが挙げられる。電気通信規制や国際的なルールに関する研究はこれまで少なからずなされてい
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るものの，亙TUレジームの変容を歴史的かつ動態的に分析し，各国の政策転換と結び付けて実証的な分析
を行なった研究は国際的に見ても前例がない。また，米英のような主要国に限らず，ラテンアメリカ，東南
アジア諸国にまで分析対象を広げ，豊富な資料と綴密な実証研究を行なったことで，少数のケースに偏るこ
となく，広く一般化された議論となっている点も評価できる。
　第二に，「規範ライフサイクル」の概念と，各国の比較モデルを導入することで，ITUレジームの変化を
論理的に説明することに成功している点である。国際レジームの研究は既存のレジームを静態的に扱い，そ
の適用に重点を置いたものが多いが，本論文はレジームそのものが変容していく動態的なものと提えており，
レジーム構成国の国内政策転換とレジームの規範変容が相互規定的であり，一部の加盟国からレジームを通
じて他の加盟国に新規範が波及する連鎖的なダイナミズムがあることを明らかにした。
　第三に，国際政治経済学と国内政治経済学をつなぐ理論的な貢献である。本論又は各国の政策転換の分析
をするにあたって，国内における政治力学の作用を分析しつつ，それが国際的レジームの変化と連動してい
る点を理論的に明らかにし，自らが構築したモデルと仮説に従って説得的に議論を展開している。この分析
モデルは国際電気通信の分野にかかわらず，グローバルな影響を受ける様々な政策領域に応用可能なモデル
であり，これまでの国際制度の研究にはなかった分析視座を与えるものである。
　本論文にはいくつかの課題も残されている。本論文は国内政治要因と国際的要因を相互規定的に扱ってい
るため，政策転換の因果関係が明自にならない部分が少なからずある。また，論文の構成上，国内政策とレジー
ム変化を時系列的に連関させることが出来ず，第二部，第三部と分断された議論になっていることで，モデ
ルの有効性が見えにくくなっている。しかしながら，これはレジーム変化のダイナミズムを論じる上では避
けられない問題であり，第七章でモデルを用いた議論の統合がなされている点でかなり補われている。
　以上から，本論文は理論的・実証的に新境地を開く優れた論文であると評価できる。
　よって，著者は博士（国際政治経済学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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